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上智大学外国語学部を卒業後、ジャパンタイムズに入社。報道部記
者を経て、編集デスク、報道部長を歴任。報道部長時代に東日本大
震災を経験。2000年、米国ハーバード大学ニーマン特別研究員、
2005年、サウジアラビアのキングファイサル研究所研究員。

現在、日本テレビの情報番組、DayDayの月曜レギュラーコメンテイ
ター。NHKラジオ「ニュースで学ぶ現代英語」解説者。プレジデン
ト・ウーマン・オンライン連載他、米経済誌の日本語版ビジネス・
インサイダー・ジャパンの編集にも携わる。東京女子大非常勤講師。
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本日の流れ

１．過去の事例から～ 阪神淡路大震災

２．東日本大震災

３．災害関連の外国メディアの報道について

４. 外国人向けの地震防災情報

５．受け手（中長期在留者とインバウンド）に合わせた情報伝達のために
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１．1995年1月17日
阪神淡路大震災の教訓

写真提供：神戸市

多くの外国人が被災したが、英語での情報が少なく、
避難所や食料にたどり着くにも困難を極めた。

➢ ジャパンタイムズでは緊急避難情報を毎日最終面で展開

➢ InterFM・・・1995年大阪と東京に「有事の際に外国語放送を行うこ
と」を付帯条件に周波数が割り当てられ、1996年4月1日に開局

3



２.東日本大震災の例から

① ＳＮＳ対応・・・発災当時、英語での政府からの発信が限られてい
た。Twitterで記者、編集者が英語で発信。ＮＨＫreportedなどの
情報を入れてツイート

② ジャパンタイムズへ海外のメディアからの問い合わせが殺到。被
災地情報を海外メディアの質問に答える形で発信

③ 大使館、NGOとの連携・・・フィリピン大使館など自国民のため
にホットライン（電話問い合わせ窓口）を開設

④ 阪神淡路大震災の教訓から、災害、生活情報の充実を図る
helpful website を展開。特設ページを作って情報を更新
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``Helpful websites, phone numbers’’

→ リストが日を追うごとに長くなっていった。

Locating family and friends
計画停電の情報
大使館との連携
読者の疑問に答える Ｑ＆Ａ
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『The Japan Times News Digest 3.11大震災・
福島原発を海外メディアはどう報じたか』より

3月15日

Le Figaro (フランス） : Fukushima workers trying to save the plant are nuclear kamikaze who have been 
sacrificed. 福島原発を救おうと働いている作業員は、自らの命を犠牲にするカミカゼ特攻隊である

3月16日

The Telegraph （イギリス） : Just 48 hours to avoid another Chernobyl

 もう一つのチェルノブイリを回避するのに残された時間はたった48時間

CNN（アメリカ） : There is a mass exodus from Tokyo

東京からの大規模脱出が起こっている

Der Spiegel （ドイツ） : Radioactive cloud drifting toward Tokyo

放射能の雲が東京に向かって流れている

３．災害関連の外国メディアの報道
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2011年3月12日から4月1日の間に日本から出国した外国人

（外国特派員協会会報 No.1 Shimbun 2011年5月号より）

   出国人数   国籍別滞在者数に対する割合

中国  170,347人  13％

韓国  92,667人  5％

アメリカ 34,115人  ５％

フィリピン  18,375人   ７％

タイ   12,164人   6％

イギリス 11,993人  ７％

オーストリア 10,512人  ５％

インド  9,015人   16％
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この違いはなぜ生じたのか？

日本のメディア

1. 推測では報じない

2. パニックを抑える報道

3. 距離が近い

（読者のいる場所は事故が起きた

場所から近い）

外国のメディア

1. 仮説を立てて報道

２. 最悪のシナリオを想定

3. 距離が遠い

（読者のいる場所は事故が起き

た場所から遠い）

VS
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在日外国人ジャーナリストの作ったHall of Shame

２０１１年３月１８日のBBCの
報道 スコア７

「仙台の上空からの悲惨な
状況。人口何百万人の都市
のビルが、ほとんど残ってい
ない」 というキャプションの
写真は南三陸の写真だった。

Severity of Offense scores

（スコアは１から～１１まで）

１・・・ わざとではないが情報源が
よくなかったからだろう

11・・・ Satan （悪魔と表現されて
いた）
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２０１１．３．２２のAOLの報道 スコア９点

チェルノブイリと何かにつけて比較している。「政府は真実ばかりを伝えているとは限らない」と非科

学的な記事。

バランスもなく主観的な記事。ただインタビューした人の「日本人、特に子供が心配。彼らのこれからの

経験のことを考えると特に」というようなコメントの垂れ流し。
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なぜ、誤った情報が発信されたのか？

１．取材に関しての物理的な問題の存在

東北、福島、東京で同時多発的に様々なことが起こっていたので、すべてをカバーするの

が難しかった。

２．応援記者の存在

APやロイターなどの通信社、NYTなど大手新聞社は本国から多くの人が応援で駆け付

けた。土地勘がない記者が多数記事や写真などを配信し誤情報が配信された例も。

３．正確な情報の供給の限界

福島第一原発（立ち入り禁止区域）の近くに寄れなかった

政府や東電以外の信頼できる情報ソースの欠如
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4．外国人向け地震・防災情報

防災関連のアプリ（Safety Tips、Tokyo to 

Bosai App)

The Japan Times

（https://disaster.japantimes.co.jp/） 
NERV （https://nerv.app/en/）
Reddit､X、WeChat
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外国人は基本的なことも分からない場合が多い
震度とは？ What is shindo?

Unlike magnitude, shindo is a relative, arbitrary 
measure of the intensity of the shaking in a 
specific location. 

（マグニチュードと違い、震度は、特定の地点での揺れの強さ
を表わす比較的、任意の測定方法だ）
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©EDAS 2024

能登地震の事例 FRESC（外国人在留支援センター）

出入国在留管理庁
https://www.moj.go.jp/isa/10_00182.html

2024年1月24日のスクリーンショット（上記URL）
FRESCでは能登地震の個別情報発信・リンク紹介は行われていなかった。
現在は本措置については6月30日をもって一律の対応を終了する旨掲載
されている。
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地震
発生

火災

津波

命を守る
行動

避難所など
への避難

被災
当事者

復旧・
日常への回帰
仮設住宅での
生活

発生直後
（6時間以内）

→超急性期
（6～72時間）

復興

災害対応者
災害救援者

NPO・NGO

行政・政府

資金支援団体（寄付など）

メディア

ラスト・ワンマイル

インフラ

取纏め・分配

状態遷移（ステージ）

→慢性期
（１か月
～３か月）

→急性期
（72時間
～１週間）

※医療・保健救護用語を援用

５．受け手に
合わせた情報伝達

→亜急性期
（１週間
～１か月）
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NPO・NGO

資金支援団体（寄付など）

行政・政府

基礎自治体

都道府県

日本国政府

各国大使館

意思決定 情報生成 情報発信
外国人

中長期
在留者

イ
ン
バ
ウ
ン
ド

・役割分担と連携
・BCPライクな防災計画

・PDCA

・検索+
都度アクセス

・司令塔？

メディア

伝達
（ラストワンマイル）

・直結
（プッシュ）

・直結
（双方向）

情報伝達の主要アクター
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まとめ：緊急時の情報発信の課題

10年前と比べ、現在は翻訳機能の充実で情報格差は解消しつつある。

１．情報伝達のフロー、司令塔は？（リアルタイム情報の伝達を誰がどのような形で行うのか）

２．現在のリソース（アプリなど）の周知と積極活用。旅行者に空港等で案内し、スマホにダウン
ロードさせられないか？アップグレードも必要。

３．災害時における政府とメディアとの連携の模索
（NHK World、The Japan Times、共同通信、地方紙など）

４．自治体間の情報格差、気象庁の情報の多言語化

５．情報のデジタル化、一元化（ポータルなど）、データフィードの統一フォーマット
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